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海洋・雪氷圏特別報告書（SROCC）が扱う内容

高山地域には6億7,000万人、低平地沿岸域には6億8,000万人、北極圏には400万人、
小島嶼開発途上国には6,500万人が暮らす。雪氷圏と海洋のシステムに依存している。

これらの地域における、気象、気候、食料、水、エネルギー、貿易、輸送、娯楽、
観光、健康、福祉、文化やアイデンティティーがかかわる課題がある。



変化する気候下での海洋・雪氷圏に関する IPCC 特別報告書
政策決定者向け要約（SPM）の概要（ヘッドラインステートメント）

A.観測された変化および影響

観測された自然の（physical な）変化
氷床及び氷河の質量の消失、積雪被覆の減少及び北極域の海氷の面積や厚さの減少、

並びに永久凍土における温度の上昇を伴う。
世界全体の海洋は、昇温しており、気候システムにおける余剰熱の 90%を超える熱

を取り込んできた。海洋の昇温速度は２倍を超えて加速している。
海洋熱波(Maritime Heat Waves)は、1982 年から頻度が 2 倍に増大した可能性が非常

に高く、その強度は増大している。
海洋がより多くの CO2 を吸収することによって、海面（表面海水）の酸性化が進行。
海面から水深 1000m まで酸素の損失が起きている。
世界平均海面水位（GMSL）は、グリーンランド及び南極の氷床から氷が消失する

速度の増大、氷河の質量の消失及び海洋の熱膨張の継続により、加速化して上昇し
ている。

熱帯低気圧による風及び降雨の増大、並びに極端な波の増加は、海面水位の上昇と
組み合わさって、極端な海面水位の現象及び沿岸域のハザードを悪化させる
(Historical Centennial Event: HCE )。
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海洋と雪氷圏の過去と将来
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地上気温

海水温

海洋熱波

海洋熱量

海洋酸性化

海洋の酸素欠乏

北極の海氷

北極の積雪（6月）
1950                             2000                              2050                          2100

対策をした場合
（RCP2.6)

対策をしない場合
（RCP8.5)

現在

RCP2.6 リバーシブル
進行が止まる・回復も 臨界点

ティッピングポイント

温暖化フィードバック機構

膨張



• 2100年以降も海水準上昇は続く.
• 温室効果気体排出を抑えればin 

2300年までの上昇は1mに抑えら
れる.

• 排出削減政策をとらなければ
2300年には上昇は5.4mに及びうる.

• 適応策をとることが有効である.
グリーンランド
氷床質量減少

南極氷床
質量減少

氷河
質量減少

現在

現在

海水の熱量と海水
準上昇（膨張）

海水準上昇最大1.1m

主要因
対策をしない場合
（RCP8.5)

対策をする場合
（RCP2.6)
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最大5.4m

2100年以降は不確定性高いRCP2.6でも傾向持続



社会+生態系サービス： 漁業、観光、生息地、輸送/海運、文化、沿岸域炭素貯留

生態系 ほぼ全域で減少

生態系サービス ほぼ全域で減少

水温上昇、酸素減少、酸性化、
北極海氷減少、海面水位上昇pH
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海洋・雪氷圏の変化による地域的影響 １
A. 観測された変化および影響



海洋・雪氷圏の変化による地域的影響 ２

社会+生態系サービス： 観光、農業、インフラ、移住、文化

A. 観測された変化および影響

洪水、土砂崩れ、雪崩、地盤沈下 増加

観光、農業、インフラへのダメージ
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Photo: John Grainger

HCE： Historical Centennial Event 100年に一回の極端水位

8

海面水位と極端現象 HCE とExtreme Sea Level Event 

 海面水位の上昇は、満潮時や激しい暴風雨の際に生じる海面水位の極端現
象の頻度を高める。

 1世紀に1回のペースで起きていた現象（HCE)は、多くの地域で今世紀半ば
までに毎年1回生じることになり、低平地沿岸域にある多くの都市や小島嶼
でリスクが高まる。



極端な海面水位 Extreme Sea Level Event
HCE (Historical Centennial Event) 100年に一回の極端水位イベント

HCEの発生予測
RCP8.5と2.6の場合

←2040～2060に毎年発生

2080～2100
に毎年発生→

10年以上の遅延→

←2030～に毎年発生

2060～2080
に毎年発生
←
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 熱帯低気圧による風雨の強まり
による海面水位の極端現象は沿
岸域のハザードを深刻なものに
している。

 将来温室効果ガス排出量が多い
ままである場合、熱帯低気圧の
平均的強度や高潮の規模、降水
量のさらなる増大により、ハ
ザードはさらに大きくなる。



予測される生態系に対するリスク

増加

減少

増加

純一次生産

動物
バイオマス

漁獲量

増加

減少

増加

減少

B. 予想される変化およびリスク
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• 海洋動物の群衆の世界全体
のバイオマス（生物量）の
減少、その生産及び潜在的
漁獲量の減少、並びに種の
構成の変化が、21 世紀にわ
たって海面から深海の海底
にかけて起こると予測され
る。

• 海洋酸性化、酸素の喪失及
び海氷面積の減少ならびに
人間の活動は、温暖化に
よって引き起こされたこれ
らの生態系への影響を悪化
させる潜在的可能性を有す
る。
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沿岸生態系の生物多様性、生態系の構造及び機能に対する深刻な影響のリスク
予測される生態系に対するリスク



C. 海洋及び雪氷圏の変化に対する対応の実施

Challenges

課 題
• 局所的な規模から世界的な規

模において適応による対応を
策定し実施する現在のガバナ
ンスの取り組みは、益々困難
になり、場合によってはその
限界まで追い込まれる。
（海洋保護区、水管理計画）

• 最も曝露の度合いが高くかつ
脆弱性の高い人々は、対応す
る能力が最も低い人々である
ことが多い。
(気候変動の規模・速度、適応
の困難性）
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Strengthening Response Options
対応の選択肢の強化
• 生態系の保護、再生、再生可能な資源

利用による予防的な生態系ベースの管
理、汚染及びその他のストレス要因の
削減が支える。(生態系再生、 再生可
能エネルギー vs. 地理的障壁、生態
系劣化、生息地分断への対応）

• 統合的な水管理及び生態系ベースの適
応のアプローチ：気候リスクを局所的
に低減し、複数の社会的便益を提供。
（ただし、それらの対応について生態
学的、資金的、制度的及びガバナンス
上の制約が存在、適応は最も低い昇温
の程度においてのみ有効）。

Enabling Conditions 
措置を可能にする条件
• 気候へのレジリエンス及び持続可能

な開発にむけて、ガバナンスを行う
当局間の空間スケール及び計画期間
に協力や調整の強化。

• 教育及び気候リテラシー、監視及び
予想、全ての利用可能な知識源の利
用、データ、情報及び知識の共有、
資金、社会的な脆弱性及びつりあい
への対応、並びに制度的な支援。

• 投資は、能力開発、社会学習、適応
への参加、トレードオフの交渉への
参加、短期的なリスク及び長期的な
レジリエンスと持続可能性の構築の
コベネフィットの達成を可能にする。



Knowledge for action 知識から行動へ

The IPCC Special Report on the Ocean and Cryosphere in a Changing Climate
• highlights the urgency of prioritizing timely, ambitious and coordinated 

action to address widespread and enduring changes in the ocean and 
cryosphere; 時期を得た、野心的な共同行動優先の緊急性を強
調；

• empowers people, communities and governments to tackle the unprecedented 
transitions in all aspects of society; 人、コミュニティ、政府が前例の
ない移行に取り組めるように；

• provides evidence of the benefits of combining scientific knowledge with local 
and Indigenous knowledge; 科学的知識と地域および先住民の知識を
組み合わせることの利点の証拠を提供；

• focuses, for the first time, on the importance of education and climate literacy.
教育と気候リテラシーの重要性に初めて焦点を当てる。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
This new IPCC Special Report highlights the urgency of prioritizing timely, ambitious and coordinated action to address widespread and enduring changes in the ocean and cryosphere. It provides the best available scientific knowledge to empower people, communities and governments to tackle the unprecedented transitions in all aspects of society, including energy, land and ecosystems, urban and infrastructure as well as industry that would be needed to deliver on the Paris Agreement. The report gives evidence of the benefits of combining scientific with local and indigenous knowledge to develop suitable options to manage climate change risks and enhance resilience.  This is the first IPCC report that highlights the importance of education to enhance climate change, ocean and cryosphere literacy.



増加する海洋熱波（Marine Heat Wave)
海洋熱波とは、「その海域の水温出現頻度で90％の値
を超える水温が5日以上連続した状態」と定義された
現象である。
1982 年から頻度が 2 倍に増大した可能性が非常に高
く、その強度は増大している。2℃の温暖化で、その
発生頻度は産業革命以前の20倍に上ること、今後排出
量の増加が続けば発生頻度は50倍になるとしている。
IPCC SROCCでは、
A period of extreme warm near-sea surface temperature 
that persists for days to months and can extend up to 
thousands of kilometres. と説明されている。
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2019年10月の高温の海水温
強力な台風19号の発生の原因となった。
気象庁HPによる。日本のすぐ南の表面海水温は
27℃を示している。台風は26－27℃の海水温域で
発生するとされている。日本付近まで、台風を発
生、勢力を維持させる高海水温域が迫っている。

複合した（Compound）リスク、 連鎖する（Cascading）影響
氷床氷河融解＋海水温上昇→海水面上昇 Extreme Sea Level Event

海洋熱波 →極端気象 ⇒ HCEの頻度増加
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